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１ 課 題

日本石炭産業は，第一次世界大戦期の好景気

を経て，１９２０年代から昭和恐慌期に至るまで深

刻な不況に直面した。１９２０年代の炭鉱企業の不

振には，大戦ブーム下の過剰設備投資によって

生産過剰に陥ったことがその１つの要因として

挙げられる。この問題に対して業界は１９２１年に

石炭鉱業連合会を設立し，第一次世界大戦期以

前に筑豊などで端緒的に組織されていたカルテ

ルは全国的に組織化された。さらに，幕末開港

以来，輸出によって日本の外貨獲得に貢献して

きた石炭産業は，国際競争力の低下から１９２０年

代に内需産業化した。こうした経営環境の悪化

に対して，大炭鉱は，新技術導入，労務面での

改革を通して，収益の回復を目指した。

ただし，不況下の石炭産業の動向は，産炭地

企業各々で一様ではなかった。本稿で検討する

常磐炭鉱企業は，筑豊，宇部，北海道の企業と

比較すると，１９２０年代に停滞した。先行研究に

おいて１９２０年代の常磐炭鉱企業の不振は既に指

摘されてはいるものの１，企業の経営動向，企

業間関係をも視野に含んだ分析はない。とりわ

け常磐炭鉱企業の停滞要因を分析する際重要な

のは，企業間の価格・生産調整の動向である。

戦間期石炭カルテル研究の到達点である松尾純

広の研究によれば，「石炭独占組織は送炭面で

の撫順炭輸入協定（１９２４年９月）と石炭連合会

による国内送炭制限の強化（２５年１１月），およ

び販売面での甲子会をはじめとした地方販売カ

ルテルの成立（２５～６年）をもって整備され独

占組織としての内実を獲得した」とされてい

る２。ただし，松尾が「地方販売協定の成立」

の１つに挙げている常磐木曜会の活動について

の実態は不明であり，常磐石炭産業の通史とい

える『常磐炭田史』においても木曜会の「販売

の実務は各社の自主性に委ねたため，完全な統

制には至らなかった模様である」という記述に

留まっている３。また，常磐炭鉱企業間関係に

大きな影響を与える三井の常磐炭田における活

動については，先行研究によって十分な検討が

なされていない。

こうした先行研究の現状に対して本稿では，

常磐炭鉱企業の停滞要因を市場，企業経営，企

業間関係の３つの側面から検討する。具体的に

は，まず，石炭鉱業連合会の活動下での常磐炭

市場の動向を検討し，次に，産炭地間の生産費

の比較を中心に常磐炭鉱企業経営について分析

し，最後に木曜会を中心とした常磐カルテル活

動について見てみる。

２ 常磐炭市場の動向

（１）石炭鉱業連合会の活動と常磐炭の動向

石炭産業は，第一次世界大戦期の好景気から

一転して１９２０年に深刻な不況に直面した。この

事態に対して，国内民間炭鉱業者は石炭供給の

１ いわき市史編さん委員会『常磐炭田史』いわき市，１９８９
年，３１１～４４７頁。

２ 松尾純広「石炭鉱業連合会と昭和石炭株式会社」橋
本寿朗・武田晴人両編『両大戦間期日本のカルテ
ル』御茶の水書房，１９８５年，２７１頁。

３ 松尾純広「日本における石炭独占組織の成立」『社会
経済史学』，第５０巻第４号（１９８４年）。

１９２０年代における常磐炭鉱企業の停滞

長 廣 利 崇
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統制を図るため，１９２１年に石炭鉱業連合会を設

立した。常磐炭の供給状況を見るため，まずは

連合会の活動について見てみよう。

連合会の活動は，下記等式に示される通り，

連合会が当該期の予測需要量を判断して供給

し，炭価の安定を図ることであった。

需要量＝供給量＝連合会加盟炭鉱の送出炭

量＋非連合会加盟炭鉱の送出炭量＋期間

末貯炭量＋輸移入量

この等式を満たすために必要な送出炭量は，

連合会によって決定され，各産炭地の組織を通

して加盟炭鉱に与えられた。しかし，各鉱は生

産能力の高低によってこの調節量の通りに送炭

するとは限らず，実際に各鉱が送炭した実送量

を見なければならない。連合会の組織能力は，

連合会が要求した調節量を各炭鉱がどれほど遵

守したのかを検討すること（すなわち実送量／

調節量）で把握できる。この達成率は，連合会

が需要量と貯炭量，加盟炭鉱の生産能力を完全

に把握して調節量を決定し，なおかつ各炭鉱が

調節量を完全に遵守した場合，調節量＝実送量

となる。しかし現実には，両者が等しくなるこ

とはほとんどなく，これを表１によって概観す

れば次のようになる。まず注目すべきは，達成

率が１９２３年を除いた各年において高い値を示し

ていることである。また，１９２２～２８年には，達

成率が１００％を下回っており（調節量＞実送

量），１９２９～３０年には，達成率が１００％を超えて

いる（調節量＜実送量）。

連合会の組織能力を測る達成率は，表１によ

ると，「初期統制」期と呼ばれた１９２０年代前半

のほうが，「統制第二期」と呼ばれた２０年代後

半と比べると低いことが分かる４。「初期統制」

期に達成率が低いのは，連合会が調節量を過大

に設定（調節量＞実送量）したことにあった。

それゆえ，各企業が「出炭制限協定を厳守」し

たとしても，「出炭尚可能なりとの余裕を示す

４ 奥中考三『石炭鉱業連合会創立拾五年誌』石炭鉱業
連合会，７～１１頁。

表１ 石炭鉱業連合会に関する諸指標
（１万トン）

年次

需 給 調 整
連合会の組織能力

需 要 量
（Ａ）

供 給

Ａ－Ｆ加盟炭鉱
の実送量
（Ｂ）

非加盟炭鉱
の 送 炭 量
（Ｃ）

前年度末
貯 炭 量
（Ｄ）

輸移入量
（Ｅ）

Ｂ＋Ｃ＋Ｄ
＋Ｅ（Ｆ）

調節量
（Ｇ）

達成率
（Ｂ／Ｇ×１００）
（％）

１９２２ ２，７７９ ２，２１９ ２１１ １５０ １４９ ２，７２９ ５０ ２，３５０ ９４．４
１９２３ ２，８６１ ２，２９２ ２０８ ５０ ２０１ ２，７５１ １１０ ２，８５３ ８０．３
１９２４ ３，１３６ ２，４７４ １９７ １１０ ２３５ ３，０１７ １２０ ２，６８５ ９２．１

１９２５ ３，２５４ ２，５７６ １７９ １２０ ２１６ ３，０９１ １６４ － －

１９２６ ３，２７３ ２，５１３ ２８６ １６４ ２４１ ３，２０４ ６９ ２，５２８ ９９．４
１９２７ ３，４３４ ２，６４４ ３０８ ６９ ３０８ ３，３２９ １０５ ２，７８２ ９５．０
１９２８ ３，４９９ ２，６３７ ３１９ １０５ ３１３ ３，３７５ １２４ ２，７８４ ９４．７
１９２９ ３，６９２ ２，６８５ ３６９ １２４ ３６０ ３，５３８ １５４ ２，６８１ １００．１
１９３０ ３，３５８ ２，４１８ ３１７ １５４ ２９９ ３，１８９ １７０ ２，４０５ １００．６

出所）奥中孝三『石炭鉱業連合会創立拾五年誌』，石炭鉱業連合会，１９３６年，２５～２７，３０～３１，３４～３７
頁。

注）１．需要量は推計値で，輸移出が含まれる。
２．１９２５年は，連合会の活動が一時中止された。
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もので」あったため，「出炭制限の効果が疑わ

れ」，送炭制限を緩和，ないしは撤廃する動き

が強まった５。こうした結果，１９２３・２４年に送

炭制限が「実状に適さなかった」ため，「制限

は有名無実」と判断した連合会は，１９２５年に送

炭制限を中止した。

こうした連合会のマクロ的な需給調整につい

ての多くは，すでに先行研究によって明らかに

されているが６，各産炭地の送出炭量の動向に

ついては詳細に検討されていない。これは次の

等式に示されている通りである。

国内の全実送量＝各産炭地の各炭鉱の実送

量の総和

すなわち，表１の加盟炭鉱の実送量の産炭地

ごとの内訳について知ろうとするものである

（表２の「総計」は表１の（Ｂ）に対応）。こ

れは表２に示されている通り，送炭量が上昇，

下降，安定する産炭地からなっていた。全体的

に見れば，１９２２～２４年に各産炭地は増送傾向に

あるが，１９２６～３０年に送出炭量の対年変化率が

小さくなることが分かる。１９２０年代前半には，

ほとんどの炭田が送炭量を増加させているが，

上昇型に類型される産炭地と下降型の産炭地と

の変化率差は，１０％以上ある。他方で，１９２０年

後半には，送炭量を伸ばす産炭地と下げる産炭

地とにはっきりと区別できるようになってい

る。

表２によって常磐の送炭量を見れば，１９２０年

代に低下していることが明らかになる。また，

連合会の活動が中止された１９２５年に，送炭制限

から自由になった北海道・宇部などが増送して

いるのに対して，常磐は減送している。こうし

た，常磐炭田の停滞要因を以下，検討してみた

い。

（２）常磐炭需要の減少

表３が示すように，１９２０年代の西日本では筑

豊，粕谷，肥前，唐津，三池炭を主とする九州

炭が圧倒的地位を占めている。ただし，西日本

における九州炭の総供給量に占める割合は，

１９２４年の５０％から３０年の４５％に減少したのに対

して，北海道炭は同期間に４．８％から７．８％，山

口炭は７．５％から８．５％に増えた。常磐炭は西日

本にはほとんど移入されておらず，東日本が主

要な販売地であった。同表に見られるように，

常磐炭の販売地は京浜，東北を主とする東日本

である。だが，東日本における常磐炭の割合

は，１９２４～３０年に９．６％から１３．１％に増加した

北海道炭に対して，５．６％から４．０％へ低下し

た。こうした京浜地方における他炭の食い込み

に対して，常磐炭は信州諏訪などの関東甲信越

地方への販路拡大を目指した７。このことは表

３の「その他」において常磐炭が移入量を保持

していることから判明つく。しかし，１９２０年代

の常磐炭は京浜市場における地位を落としたこ

とにより停滞期にはいったと総括できよう。

他方で，常磐炭の販路を奪った北海道炭は，

１９２０年代に三井鉱山，三菱鉱業によって炭田開

発が進められた。１９２０年に３３０万トンであった

北海道炭の送炭量は，２５年に５２０万トン，３０年

に６００万トンへ増加した８。石炭鉱業連合のカル

テル活動下においても，「送出炭調節策なるも

のは絶対的のものに非ずして，炭抗の事情によ

り申合以上の送出を可能ならしめたるものなれ

ば，炭坑の発展を拘束」するものではないとさ

れ９，連合会は新坑開鑿などによる増送を認め

５ 「石炭採掘制限稍緩和さる」「神戸新聞」（１９２２年８
月１９日）。

６ 前掲松尾「日本における石炭独占組織の成立」，前掲
松尾「石炭鉱業連合会と昭和石炭株式会社」，丁振聲
「重要産業統制法下における石炭独占組織の市場統
制政策」『社会経済史学』第５９巻第４号（１９８８年），
荻野喜弘「１９２０年前半における石炭鉱業連連合会の
活動と筑豊炭鉱業」『九州大学経済学研究』第５９巻第
３４合併号（１９９３年１０月），荻野喜弘「昭和初年におけ
る石炭鉱業連合会による送炭制限」『九州大学経済学
研究』第６４巻第５・６号併合（１９９８年）。

７ 前掲いわき市史編さん委員会『常磐炭田史』，３２０～
３２１頁。

８ 石炭鉱業連合会「北海道炭鉱港湾調査資料」，１９３１
年，付表。
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表
２
各
産
炭
地
の
送
出
炭
量

（
１
万
ト
ン
）

類
型

下
降

上
昇

安
定

総
計

産
炭
地
名

糟
屋
佐
賀
松
島
常
磐
合

計
三
池
崎
戸
北
海
道
宇
部
合

計
筑
豊
高
島
松
浦
合

計
項

目
送
炭
量
送
炭
量
送
炭
量
送
炭
量
送
炭
量
割
合
送
炭
量
送
炭
量
送
炭
量
送
炭
量
送
炭
量
割
合
送
炭
量
送
炭
量
送
炭
量
送
炭
量
割
合
送
炭
量
割
合

１９
２２
年

８５
１５
７

３２
２３
７

５１
２

２３
．１

１５
１

３１
３８
４

１０
３

６６
９

３０
．２
１
，０
１３

２５
－
１
，０
３８

４６
．８
２
，２
１９

１０
０

１９
２３
年

９４
１４
２

２９
２３
２

４９
８

２１
．７

１５
０

３７
４２
０

１２
３

７２
９

３１
．８
１
，０
３３

２３
１０

１
，０
６５

４６
．５
２
，２
９２

１０
０

１９
２４
年

８９
１４
８

３５
２６
７

５３
９

２１
．８

１６
２

４３
４６
１

１２
５

７９
１

３２
．０
１
，１
１３

２２
１０

１
，１
４４

４６
．２
２
，４
７４

１０
０

１９
２５
年

８２
１５
６

４０
２４
９

５２
６

２０
．４

１６
６

４５
５０
０

１３
４

８４
４

３２
．８
１
，１
６８

２７
１０

１
，２
０６

４６
．８
２
，５
７６

１０
０

１９
２６
年

７６
１３
２

３７
２２
６

４７
１

１８
．７

１８
２

４５
５１
６

１３
６

８７
９

３５
．０
１
，１
２７

２５
１１

１
，１
６４

４６
．３
２
，５
１３

１０
０

１９
２７
年

７７
１２
４

４０
２２
３

４６
３

１７
．５

２０
４

５８
５８
４

１２
７

９７
３

３６
．８
１
，１
６３

３３
１１

１
，２
０７

４５
．６
２
，６
４４

１０
０

１９
２８
年

７７
１２
７

３８
２２
２

４６
３

１７
．６

２０
２

６７
５８
７

１４
９
１
，０
０５

３８
．１
１
，１
２７

３０
１１

１
，１
６９

４４
．３
２
，６
３７

１０
０

１９
２９
年

７７
１２
０

３０
２１
８

４４
５

１６
．６

２１
５

７３
６２
９

１５
６
１
，０
７３

３９
．９
１
，１
２４

３１
１２

１
，１
６７

４３
．５
２
，６
８５

１０
０

１９
３０
年

７２
１０
８

１８
１８
８

３８
６

１６
．０

１８
９

６８
５８
７

１４
２

９８
７

４０
．８
１
，０
０６

２７
１２

１
，０
４５

４３
．２
２
，４
１９

１０
０

変 化 率

１９
２２
～
２４

４
．２

－
５
．８

８
．９

１２
．５

５
．３

－
５
．６

７
．７

３８
．０

１９
．９

２０
．８

１８
．２

６
．０

９
．９
－
１３
．４

－
１０
．２

－
１
．２

１１
．５

０
１９
２４
～
２５

－
７
．９

５
．５

１４
．２

－
７
．０

－
２
．３

－
６
．２

２
．２

３
．４

８
．５

７
．３

６
．７

２
．５

５
．０

２６
．０

３
．８

５
．４

１
．２

４
．１

０
１９
２６
～
３１

－
５
．０
－
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－
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－
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三
「
石
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鉱
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創
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拾
五
年
誌
」
１９
３６
年
，
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～
２７
頁
。

注
）
１
．
松
浦
に
は
北
松
浦
が
含
ま
れ
る
。

２
．
－
は
連
合
会
に
未
加
盟
で
あ
っ
た
こ
と
を
示
す
。

表
３
九
州
・
北
海
道
・
山
口
・
常
磐
炭
の
各
地
移
入
量

（
千
ト
ン
）

年
次

西
日

本
山
陽
・
四
国

阪
神

山
陰

伊
勢

湾
北
陸

小
計

九
州
炭
北
海
道
炭
山
口
炭
九
州
炭
北
海
道
炭
山
口
炭
九
州
炭
北
海
道
炭
山
口
炭
九
州
炭
北
海
道
炭
山
口
炭
九
州
炭

北
海
道
炭
九
州
炭
北
海
道
炭
山
口
炭

１９
２３

２
，０
２０

０
６４
２
３
，５
７２

７１
５２
５

１０
２

０
１
１
，０
２６

２５
６

４
１９
７

３２
６
６
，９
１６

６５
３
１
，１
７２

１９
２４

２
，１
６０

１
５８
８
３
，５
６３

１０
８

５０
１

１１
２

３
２
１
，１
６２

２６
６

５
２８
３

３７
５
７
，２
８１

７５
４
１
，０
９６

１９
２５

２
，１
１７

０
５７
７
３
，１
５４

１８
４

４９
８

９７
１

２
１
，２
５３

２９
８

７
２９
５

３３
７
６
，９
１６

８２
１
１
，０
８３

１９
２６

１
，７
７０

１
５２
１
３
，８
２８

１９
９

５２
９

９７
４

４
１
，３
３１

３１
０

５
２６
３

４１
０
７
，２
９０

９２
４
１
，０
５８

１９
２７

１
，６
３９

１
５８
７
４
，０
９８

２０
３

５１
１

１１
２

９
４
１
，３
０９

３１
８

１３
２４
５

４１
０
７
，４
０２

９４
１
１
，１
１５

１９
２８

１
，７
０３

０
６９
４
３
，９
６５

２８
３

５９
５

１０
１

１４
６
１
，２
８２

３８
４

１２
２３
０

４３
１
７
，２
８１

１
，１
１２

１
，３
０８

１９
２９

１
，７
２２

０
７２
４
４
，０
６４

２９
９

５８
８

９３
１８

３
１
，３
５４

３７
８

１７
２２
５

４５
２
７
，４
５７

１
，１
４７

１
，３
３２

１９
３０

１
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３
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４

４９
４
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２
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３４
０

２４
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６

４２
９
６
，４
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１
，１
１８

１
，２
１４

年
次

東
日

本
そ

の
他

合
計

京
浜

東
北

小
計

九
州
炭
北
海
道
炭
常
磐
炭
山
口
炭
九
州
炭
北
海
道
炭
常
磐
炭
九
州
炭
北
海
道
炭
常
磐
炭
山
口
炭
九
州
炭
北
海
道
炭
常
磐
炭
山
口
炭

１９
２３

７７
８

７５
８

５３
６

３２
４

３７
６
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２

１
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８
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９
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０
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，１
０９

１
１
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２
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１
，１
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４
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９

４
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８
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７
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，０
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１
，７
６８
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１
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９

９７
１

１
１
，２
３２
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２８
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２
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，２
７７
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７
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９

２
６０
２
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４

８４
４
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，８
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７０
１

１２
９
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，０
５１

１
１
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３３

３７
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７５

１９
２９

８９
９

１
，３
６６

４４
６

１６
１

２
６１
９

２６
６

９０
０

１
，９
８５

７１
２

１６
１
１
，２
３３

１４
１
，２
２２

２２
１６
，１
８６

１９
３０

８１
８

１
，３
３２

３４
１

１５
８

３
５４
６

２３
９

８２
１

１
，８
７８

５８
０

１５
８
１
，０
３４

８
１
，０
５３

１８
１４
，３
２９
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年
，
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～
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頁
。
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た。１９２０年代前半の連合会の送炭制限の方法

は，基準量に制限率を掛け合わせて各企業の送

炭量が決められた（各企業の送出炭量＝基準量

×（１－制限率））。筑豊が１９１８～２０年の平均送

炭量の基準量に１７％の制限率が設けられたのに

対して，北海道は２０年の送炭量に「新坑並に需

要増加予想高」を加えたものが基準量とされ，

それに２０％の制限率が与えられた。北海道の

１９２０年の月平均送炭量を２０％割り引いた数量が

２６万トンであったのに対して，連合会の定めた

月平均調節量が３０万トンであったから，月平均

４万トンの「新抗並びに需要増加予想高」が認

められたことになる１０。また，１９２０年代後半に

は，「特殊事情による増送」が認められたた

め，連合会の承認が得られれば個別企業は増送

を可能とした。例えば，三井鉱山砂川鉱業所

は，１９２７年に調節基準量４９万トンに対して，

「増量承認」として２８万トン，「新坑承認高」

として８万トンが加算された１１。

こうした北海道炭田の躍進によって，常磐炭

田は「昔日の牙城も日一日と他炭に蚕食され」

ることになった１２。常磐石炭産業低迷の１つの

要因としては，相対的に劣等炭を供給していた

ことが挙げられる。平均７０００カロリーの熱量を

保有した北海道炭に対して，有煙炭と無煙炭か

らなる常磐炭は平均５２００カロリーにすぎなかっ

た。それゆえ，高い熱量を必要とする工場炭は

北海道炭から奪われ，鉄道省買炭量も２０年の８４

万トン（２４％）から２７年の５１万トン（１５％）へ

減少した１３。また，図１が示すように，京浜へ

の北海道，九州炭が流入した一要因として，海

運輸送費の低下が挙げられる。九州炭のほとん

どは船舶によって京浜に輸送されていたため，

こうした輸送費の減少は常磐炭の売れ行きに大

きな影響を与えた１４。個別企業の事例を見れ

ば，入山採炭は１９２７年に「船運賃ノ暴落ニヨル

九州北海道炭ノ圧迫」を受け，経営状態が悪化

した１５。

ただし，低品位炭を供給する常磐は，東京，

横浜などの主要都市の家庭，小商工業者向けの

需要があった。特に，煤煙の少ない常磐無煙炭

は，都市化の進展に伴い需要を得ていた。しか

し，都市向けの需要は，無煙炭と競合する「瓦

斯及びコークスノ為，漸次，販路ヲ蚕食」され

た１６。また，山口宇部炭が「地盤ノ拡張ヲ企画
ママ

シ東京市中ニ」おいて，「茨木無煙炭ニ対シテ

漸次侵略ヲ敢行」をしてきたため，常磐炭の需

要は伸び悩んだ。

３ 常磐炭鉱企業経営の動向

（１）大炭鉱企業の動向

常磐炭田は，第一次世界大戦期の新規参入企

業の増加に伴い，出炭量が大きく増えた。表４

が示すように，１９１４年に２００万トンであった常

磐の出炭量は，２０年に３９０万トンへ増加してい

る。また，１９１４年と２０年の上位企業を比較して

見てみれば，出炭規模第１位の古河鉱業と第３

９ 「大正十一年に於ける筑豊石炭の趨勢」『筑豊石炭鉱
業組合月報』，第１９巻第２２３号（１９２３年１月）。

１０ 「大正九年本道炭坑業概観」『北海道石炭鉱業会々
報』第七巻第八号（一九二一年八月）。

１１ 「砂川鉱業所沿革史」（三井鉱山株式会社所蔵），第
１６巻，３０８頁。なお，三池炭鉱では一九二七年に「連
合会ト折衝ノ結課先ヅ七万五千屯ノ特別増加額（賦
課金免除）ノ承認ヲ得」，さらに「本店ノ発意ニヨリ
四山坑新部内ヲ新坑扱トシ，之ニ対スル年額二二五
〇〇〇屯ノ増加承認方ヲ連合会ニ申出タ」ところ，
「連合会内部ニ於イテ相当意見ガアツタガ数次ノ折
衝ニヨツテ之ガ承認」されることとなった（「三池鉱
業所沿革史」（三井鉱山株式会社所蔵）第九巻，一九
八二～一九八五頁）。

１２ 「東京鉄道局管内の鉄道輸送上より観たる常磐炭と
九州，北海道其他の石炭分野に就いて」『筑豊石炭鉱
業組合月報』，第２４巻第２９３号（１９２８年１１月）。

１３ 鉄道省経理局購買二課『石炭市況ノ研究』，１９２７年。
括弧内は全体に占める割合。

１４ 商工省商務局「商品取引及系統ニ関スル調査（石
炭）」，１９２９年，５２～５８頁。

１５ 入山採炭株式会社「営業報告書」，１９２７年上下期。
１６ 岡部正樹「茨木無煙炭販売ニ関スル卑見」，「無煙炭
販売関係」（東京経済大学所蔵大倉財閥関係資料
４６．２－７）。
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位の大日本炭礦が台頭していることが分かる。

筑豊において下山田，目尾，新目尾炭鉱を経

営していた古河鉱業は，大戦ブーム期に筑豊所

有炭鉱の出炭の伸び（１９１４年に６５万トン，１９年

に７０万トン）が緩やかであったのに反して，１９１４

年に買収した常磐炭田の好間炭鉱の出炭を大き

く伸ばした１７。他方で，１９１７年に磯原炭鉱株式

会社を設立して常磐に進出した古賀春一は，１４

年に茨城炭鉱と本山炭鉱を合併して大日本炭礦

を設立した１８。さらに同社は，１９１４年に三星炭

鉱，平炭鉱，１５年に東海炭鉱を買収することで

事業を拡大した。

しかし，表４が示すように，古河鉱業，大日

本炭礦の出炭量は，１９２０年代に著しく低下し

た。他方で，これら企業とは反対に，磐城炭

礦，入山採炭は，１９２０～３２年にかけて出炭量，

シェアを伸ばした。だが，全般的に見て，１９２０

年代の常磐炭鉱企業の経営動向は，悪化してい

た。表５によって各社の収益を見れば，大日本

炭礦はどの年も損失がでているし，入山採炭，

磐城炭礦の利益金，利益率は減少傾向にある。

１９２１年の大日本炭礦は，「洪水ニ際会シ為ニ東

海第二坑ハ浸水」し，「資金不足ニシテ事業進

捗上多大ノ影響ヲ蒙リ」，「変災ニヨリ出炭ノ減
ママ

少ト不時ノ朱出費ヲ要シ結局収支ヲ償フコト能

ハザリシ」という状態であり１９，この復旧の遅

れから純益を得ることが不可能になったと思わ

れる。また，１９２０年代における古河鉱業好間炭

鉱は，自社火力発電所の余剰電力販売を除く

と，ほとんど純益がなかった２０。さらに，１９１４

年に１６円であった入山採炭の石炭１トン当たり

利益金は，１９年に同社の創業以来の最高額とな

る６．７円に到達したものの，２１年に２９円，２５年

に１．２円，３０年に０．４円に下落した２１。

図２によって各産炭地の主要大炭鉱企業の炭

価と生産費用について見てみよう。筑豊の貝島

鉱業の炭価と常磐の入山採炭の炭価を比較すれ

ば，１９２０年代前半には両者にほとんど差はない

が，２０年代後半には貝島炭価よりも入山炭価の

ほうが低くなっている。だが，常磐の市場を侵

食した北海道炭の推移を太平洋炭鉱炭に代表さ

せて見れば，同炭の価格は１９２７年まで常磐炭よ

りも低いことが分かる。同様に，北海道の三井

鉱山砂川鉱業所のトン当たり坑所炭価格は，

１９２１～２５年に平均７．１円，１９２６～３０年に６．５円で

あった２２。このことから見て，常磐炭よりも品

質が優良な北海道炭が低価格で京浜市場に流入

１７ 農商務省鉱山監督局『本邦鉱業の趨勢』，各年によ
る。

１８ 清宮一郎『常磐炭田史』尼子会計事務局，１９７５年，８９
～９７頁。

１９ 大日本炭礦株式会社「第拾一回営業報告書」，１９２１年
上期，５頁。

２０ 前掲いわき市史編さん委員会『常磐炭田史』，３２４頁。
２１ 「入山採炭会社期別成績表」「調査書」（東京経済大
学所蔵大倉財閥関係資料６Ｉ２／３）。

２２ 前掲「砂川鉱業所沿革史」，第１６巻，「季別販売高及
山焚料調」。

図１ 京浜までのトン当たり石炭輸送費

出所）石炭鉱業連合会「石炭統計」，１９３７年，７３頁。
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表
４
常
磐
炭
鉱
企
業
の
動
向

（
千
ト
ン
，
％
）

１９
１４
年

１９
２０
年

１９
２５
年

１９
３２
年

順
位

鉱
業
権
者

出
炭
量
シ
ェ
ア
順
位

鉱
業
権
者

出
炭
量
シ
ェ
ア
順
位

鉱
業
権
者

出
炭
量
シ
ェ
ア
順
位

鉱
業
権
者

出
炭
量
シ
ェ
ア

１
磐
城
炭
鉱
㈱

６２
９

２８
．９
１

古
河
鉱
業
㈱

６４
４

１６
．４
１

磐
城
炭
鉱
㈱

９６
０

３２
．０
１

磐
城
炭
鉱
㈱

１
，０
６０

４５
．６

２
入
山
採
炭
㈱

４４
７

２０
．５
２

磐
城
炭
鉱
㈱

５２
９

１３
．４
２

茨
城
採
炭
㈱

３０
８

１０
．３
２

入
山
採
炭
㈱

３８
５

１６
．５

３
古
河
好
間
炭
鉱
㈱

３１
０

１４
．２
３

大
日
本
炭
鉱
㈱

５０
３

１２
．８
３

入
山
採
炭
㈱

２８
８

９
．６
３

大
日
本
炭
鉱
㈱

１９
０

８
．２

４
茨
城
無
煙
炭
鉱
㈱

１４
４

６
．６
４

茨
城
採
炭
㈱

３７
８

９
．６
４

大
日
本
炭
鉱
㈱

２８
１

９
．３
４

小
田
炭
鉱
㈱

１７
９

７
．７

５
茨
城
採
炭
㈱

１０
７

４
．９
５

入
山
採
炭
㈱

３７
５

９
．５
５

古
河
鉱
業
㈱

２４
９

８
．３
５

古
河
鉱
業
㈱

１６
２

７
．０

６
三
星
炭
鉱
㈱

９５
４
．４
６

福
島
炭
鉱
㈱

２５
８

６
．６
６

茨
城
無
煙
炭
鉱
㈱

２３
８

７
．９
６

大
倉
鉱
業
㈱

８８
３
．８

７
山
口
無
煙
炭
鉱
!合

６２
２
．８
７

茨
城
無
煙
炭
鉱
㈱

２３
３

５
．９
７

小
田
炭
鉱
㈱

１２
７

４
．２
７

倉
田
亀
之
助

５８
２
．５

８
玉
城
炭
鉱
㈱

５９
２
．７
８

常
磐
採
炭
㈱

２２
３

５
．７
８

福
島
炭
鉱
㈱

１０
４

３
．５
８

福
島
炭
鉱
㈱

５６
２
．４

９
古
賀
春
一

３７
１
．７
９

王
城
炭
鉱
㈱

２０
３

５
．２
９

三
井
鉱
山
㈱

１０
２

３
．４
９

日
支
炭
鉱
汽
船
㈱

４３
１
．８

１０
清
田
炭
鉱
㈱

３３
１
．５
１０

広
部
鉱
業
㈱

９５
２
．４
１０

玉
城
炭
鉱
㈱

４７
１
．６
１０

五
十
嵐
栄
次
郎

２８
１
．２

１１
山
崎
藤
太
郎

３３
１
．５
１１

山
口
無
煙
炭
鉱
!合

６６
１
．７
１１

山
口
無
煙
炭
鉱
!合

３８
１
．３
１１

慎
武

１４
０
．６

１２
隅
田
川
炭
鉱
㈱

２８
１
．３
１２

朝
鮮
炭
鉱
㈱

５０
１
．３
１２

不
動
澤
炭
鉱
㈱

２７
０
．９
１２

木
村
康
一
郎

１３
０
．６

１３
中
野
喜
三
郎

２６
１
．２
１３

中
央
石
炭
㈱

４２
１
．１
１３

朝
鮮
炭
鉱
㈱

２２
０
．７
１３

鳳
城
炭
鉱
㈱

１２
０
．５

１４
"
尊
淵
之
助

２２
１
．０
１４

河
野
英
良

４１
１
．１
１４

中
央
石
炭
㈱

２１
０
．７
１４

関
又
一

１１
０
．５

１５
石
山
幾
三
郎

２２
１
．０
１５

東
日
本
炭
鉱
㈱

３４
０
．９
１５

広
部
鉱
業
㈱

２１
０
．７
１５

山
口
一
良

１１
０
．５

１６
豊
島
駒
吉

１７
０
．８
１６

小
田
炭
鉱
㈱

３０
０
．８
１６

鳳
城
炭
鉱
㈱

１７
０
．６
１６

斎
藤
惣
一
郎

５
０
．２

１７
!合
高
田
商
会

１５
０
．７
１７

宝
山
炭
鉱
㈱

２８
０
．７
１７

松
原
炭
鉱
㈱

１６
０
．５
１７

不
動
澤
炭
鉱
㈱

４
０
．２

１８
柳
内
兵
右
衛
門

１４
０
．７
１８

日
本
公
債
㈱

２４
０
．６
１８

小
田
吉
治

１５
０
．５
１８

川
瀬
幸
治

２
０
．１

１９
常
磐
炭
鉱
!合

１２
０
．５
１９

華
川
無
煙
炭
鉱
㈱

２３
０
．６
１９

槇
武

１３
０
．４
１９

今
幡
西
衛

２
０
．１

２０
山
崎
藤
太
郎

１１
０
．５
２０

炭
鉱
商
船
㈱

１８
０
．５
２０

品
川
白
煉
瓦
㈱

１１
０
．４
２０

坂
田
順
治

１
０
．１

２１
大
塚
寅
寿
郎

９
０
．４
２１

品
川
白
煉
瓦
㈱

１７
０
．４
２１

伊
藤
保
一

１１
０
．４
２１

箕
田
長
三
郎

１
０
．０
３

２２
品
川
白
煉
瓦
㈱

７
０
．３
２２

不
動
澤
炭
鉱
㈱

１５
０
．４
２２

中
野
炭
鉱
㈱

１０
０
．３
２２

北
村
民
也

１
０
．０
２

２３
鳥
居
半
次
郎

７
０
．３
２３

八
幡
鉱
業
㈱

１３
０
．３
２３

帝
国
鉱
業
㈱

９
０
．３
２３

東
日
本
炭
鉱
㈱

０
．３

０
．０
１

２４
越
賀
幸
治
郎

５
０
．２
２４

中
野
炭
鉱
㈱

１３
０
．３
２４

橋
本
謹
爾

８
０
．３
２４

品
川
白
煉
瓦
㈱

０
．２

０
．０
１

２５
!合
鈴
木
炭
鉱

５
０
．２
２５

伊
澤
良
立

１１
０
．３
２５

有
馬
浅
雄

８
０
．３
２５

井
上
武
八

０
．２

０
．０
１

２６
二
葉
鉱
業
㈱

５
０
．２
２６

槇
武

９
０
．２
２６

㈱
精
養
軒

７
０
．２
２６

玉
城
炭
鉱
㈱

０
．１

０
．０
０

２７
木
村
勝
蔵

４
０
．２
２７

三
木
キ
ソ

６
０
．２
２７

三
木
キ
ソ

６
０
．２
２７

田
野
元
次

０
．０

０
．０
０

総
計
３８

２
，１
７６

１０
０
総
計
４７

３
，９
３２

１０
０
総
計
４１

３
，０
０２

１０
０
総
計
２７

２
，３
２５

１０
０
．０

出
所
）
仙
台
鉱
務
署
「
仙
台
鉱
務
署
管
内
鉱
区
一
覧
」，
各
年
，
仙
台
鉱
山
監
督
局
「
仙
台
鉱
山
監
督
局
管
内
鉱
区
一
覧
」，
各
年
，
東
京
鉱
務
署
「
東
京
鉱
務
署
管
内
鉱
区
一
覧
」，
各

年
，
東
京
鉱
山
監
督
局
「
東
京
鉱
山
監
督
局
管
内
鉱
区
一
覧
」，
各
年
。

注
）
!合
は
，
合
資
会
社
，
㈱
は
株
式
会
社
の
略
。
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したことによって，常磐炭の市場競争力は低下

したといえる。

生産費について見れば，常磐炭の不振は鮮明

になる。図２が示すように，鈴木商店が筑豊に

おいて所有し，１９２９年に破産した帝国炭業のコ

ストは，どの企業の生産費よりも高い。他方

で，これら企業のうち最も生産費が低いのは，

北海道炭田の太平洋炭鉱である。注目すべき

は，各社の炭価と生産費の関係である。入山採

炭の生産費は，１９２４年以降に低下しているもの

の，２０年代後半に貝島鉱業，三井田川鉱業所，

太平洋炭鉱と大きな格差が開いている。従っ

て，入山採炭のトン当たり炭価と生産費の差が

小さくなることによって，トン当たり利益は低

下した。その反面，筑豊，北海道炭田の大炭鉱

は，生産費の引き下げによって，収益が改善し

た。

ただし，常磐大企業は，１９２０年代に採炭方法

の改善を図っていた。石炭採掘において最も重

要な切羽採炭部門の動向を見ると，古河好間炭

鉱は，第一次大戦ブーム期に「旧ノ施設ヲ改良

セシ所少ナク」，「一塊ノ石炭ト雖モ多ク」出炭

させるため「ボロ山ヨリ月出炭千三百噸」を採

掘し，「施設ノ見ル可キモノ殆ンドナ」い状態

であったものの，１９２９年までに採炭法を残柱式

から長壁法に変え，コールカッター，ピックを

導入していた２３。１９２０年代はじめに残柱式採炭

法を採用していた入山採炭は，採算の見合わな

い第１～第３坑を休止し，２０年代後半から第４

坑以下の優良坑に長壁法を導入した２４。さら

に，同炭鉱は長壁法を導入した諸坑に機械を導

入し，１９３０年にはコールカッター３台，電気ド

リル８台，圧気ドリル４０台を備えていた。ただ

し，入山採炭の切羽で採掘された石炭は鉱夫の

人力によって木製炭車まで運ばれていた。この

ように切羽運搬機が導入されていなかったもの

２３ 宮崎猛「古河鉱業所好間炭坑報分」（京都帝国大学実
習報告），１９１８年，１頁，内田成美「古河好間炭坑実
習報文」（京都帝国大学実習報告），１９３３年，４１頁。

２４ 伊藤三郎「入山採炭株式会社調査報文」（京都帝国大
学実習報告），５５頁，松井堯改「福島県入山炭坑報告
書」（東京帝国大学実習報告），１９３０年，１０，２１頁，
「入山採炭鉱業概要」，１９３０年。

表５ 常磐主要大炭鉱企業の経営動向
（千円）

企 業 名 大日本炭礦㈱ 入山採炭㈱ 磐城炭礦㈱

年 次 １９２２ １９２６ １９３０ １９２５ １９３０ １９２３ １９２５ １９３０

負債・資本＝資産 １５，７８６ １４，２２５ １４，９６４ ７，８９８ ８，１３８ １３，７０５ １４，３３６ １７，９５４

負
債
・
資
本

流 動 負 債 ２，４５３ ３０７ ４８２ ３４０ ４６４ ７７４ １，１０６ ２，４００
固 定 負 債 ２，７０３ ３，４１８ ３，９８２ ２１３ ４１０ ８６４ ７２９ ２，２２１
資 本 １０，６０３ １０，５００ １０，５００ ７，０５２ ７，０９９ １１，１２８ １１，７５７ １３，０１２
前期繰越金 ０ ０ ０ ６５ ６１ ０ ０ ０
当期利益金 ０ ０ ０ ２２８ １０４ ９３９ ７４５ ３２０

資

産

流 動 資 産 １，３３９ ６０６ ９２４ １，７０９ １，４２１ ２，３２３ ２，１９０ ２，０４７
固 定 資 産 １４，１０８ １０，９１２ １１，１８３ ６，１８９ ６，７１７ １１，３８２ １２，１４６ １５，９０６
前期繰越金 １８ ２，６５７ ２，８１４ ０ ０ ０ ０ ０
当期損失金 ３２０ ４９ ４３ ０ ０ ０ ０ ０

自己資本比率（％） ６７．２ ７３．８ ７０．２ ８９．３ ８７．２ ８１．２ ８２．０ ７２．５
利 益 率（％） ０ ０ ０ ２．９ １．３ ６．９ ５．２ １．８

出所）各社「営業報告書」より作成。
注）１．自己資本率＝資本／負債・資本。利益率＝当期利益金／負債・資本。
２．各年の上期の数値。
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の，入山採炭の全鉱夫１人１年当たり出炭量

は，１９２６年に５７トンであったが，２８年に６８ト

ン，２８年に８９トン，３０年に１０６トンへ上昇し

た２５。だが，太平洋炭鉱の生産性は，１９２２年に

１２８トン，２５年に１６０トン，３０年に２０６トンであ

り２６，入山採炭と大きな差があった。

こうした技術導入にもかかわらず，他産炭地

と比較すると相対的に高い常磐大炭鉱の生産費

には，常磐炭田独自の自然地質的要因があっ

た２７。第一に，常磐炭田はトン当たり揚水量が

他炭田の３倍に昇り，採掘中に坑内出水が頻繁

に起こっていた。第２に，地上から炭層までの

距離が平均１０００メートルに達し，この坑内深度

の高さによって常磐は，他産炭地と比べると経

営上不利な状況にあった。特に，常磐のなかで

も優良な炭質を生み出す湯本地域では，地表か

ら炭層までの距離が６６００メートルに及んだ２８。

このうち坑内出水は，常磐炭鉱企業の生産性

の回復の障害となっていた。入山採炭では，

「湧水盛ンニシテ作業上ノ一大難物」であり，

「湯本断層ヨリ来ル温泉」によって「非常ナル

努力ヲ」必要とし，「作業ノ機械化ヲ促進シテ

経費ノ節約」の阻害要因となっていた２９。入山

採炭の揚水費は，総費用の３０％を占めており，

出水対策に必要とする費用が多額に上った。同

様に，好間炭鉱は，１９２４年に竪坑掘進中に「断

層ニ出会シ水没」し，この復旧のために生産性

が伸び悩んだ３０。

（２）小炭鉱の動向

こうした大炭鉱の動向に対して，不況に大き

な影響を受けた小炭鉱の動向について見てみた

い。前掲表４によれば，１９１４年に上位３社の集

中度は６３．６％であったが，２０年に４２．６％に低下

している。しかし，上位３社集中度は，１９２５年

に５１．９％へ上昇し，３２年に７０．３％へ増加してい

る。大炭鉱企業のシェアの合計値は，１９２０年に

６７．７％であったが，２５年，３２年に８１．０％に上っ

た３１。このうち磐城炭礦が１９２０年代に出炭規模

２５ 前掲「入山採炭会社期別成績表」。
２６「三井鉱山五十年史」（三井鉱山株式会社所蔵），第１０
編労務，「在籍一人一年出炭高並全国トノ対比表」。

２７ 「採炭上より観たる常磐炭田の坑内浸水と其対策
（其七）」『石炭時報』第３巻第９号（１９２８年９月）。

２８ 前掲伊藤「入山採炭株式会社調査報文」，７頁。
２９ 松井尭改「入山炭山報告書」（東京帝国大学実習報
告），１９２３年，２５頁。

３０ 石田勝利「相知炭坑報文（附好間炭坑報文）」（京都
帝国大学実習報告）１９３１年，３頁。

３１ 古河鉱業，磐城炭礦，大日本炭礦，茨城採炭，入山
採炭，茨城無煙炭鉱，三井鉱山，大倉鉱業のシェア
の合計。

図２ 各企業の炭価と生産費

出所）「原価関係」「貝島史料」Ａ８－５－３，「会計
関係」「貝島史料」Ａ８－５－８，「田川鉱業所
沿革史」第１巻，付表，帝国炭業株式会社「営
業報告書」各年，入山採炭株式会社「従創立至
昭和五年下期原価並純益金調」「調査書」（東京
経済大学所蔵大倉財閥資料６Ｉ２／３」，「太平洋炭
鉱株式会社沿革史」，第１巻，「営業費決算表」。

注）炭価，生産費は坑所のもの。
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を大きく伸ばしたのは，２５年に茨城採炭を合併

したからであった。

他方で，小炭鉱の出炭量は，１９２０年に１２７万

トンであったものの，２５年に５７万トン，３２年に

４４万トンへ減少した。このことから１９２０年代の

常磐石炭産業では，大企業の寡占化とともに小

炭鉱が停滞していたことが明らかになろう。

また，表４によれば，ほとんどの大炭鉱企業

がどの年も事業を継続しているのに対して，小

炭鉱経営者は参入，退出が激しかった。このう

ち１９１４～３２年の期間で比較的長く操業していた

のは，王城炭礦，小田炭鉱（小田吉治），品川

白煉瓦（以上１９１４～３２年），山口無煙炭鉱（１９１４

～２５年），東日本炭鉱（１９２０～３２年），にすぎな

かった。

常磐炭田の炭鉱数を見てみれば，第一次世界

大戦ブーム期の１９１４～２０年に４４坑から６８坑に増

えたが，不況が深化した２５年に５４坑，３２年に３９

坑に減少した３２。同様のことは，表４の鉱業権

者数の推移についてもいえる。大炭鉱企業の多

くが事業継続していたことから，こうした景気

動向に順応した炭鉱数の増減は，小炭鉱の特徴

であったといえよう。

この代表的事例としてまず王城炭礦を見てみ

たい。同鉱の出炭量は，１９１４年の６万トンから

２０年の２０万トンへ増加した。王城炭礦は，好況

下の３３倍に及ぶ経営規模の拡大によって，常磐

炭田内での順位を伸ばした。第一次世界大戦期

の王城炭礦の動向について見てみれば，機械設

備は巻揚機を有するのみで，出水も自然排水で

あり，薄層のため鉱夫は「一日中真直に立つこ

とができない」状態で採掘していた３３。さら

に，王城炭礦は，「上層炭を採掘して売った金

で本層の創業費に充てる」という方法で第２坑

を開鑿していた。こうした大戦ブーム下の急激

な拡大に対して，１９２０年代の王城炭礦の出炭

は，２５年に５万トンに減少し，３２年にほとんど

なくなり，常磐内での経営規模は大きく下がっ

た。表６が示すように，王城炭礦は１９２０年代後

半に利益がでていない。このように王城炭礦

は，大戦ブーム期に経営規模を拡大し，不況下

に経営を縮小した。同社が景気動向に順応した

経営をしていたことは，好景気となる１９３５年に

同鉱が出炭を再び増大させ，常磐炭田内で第７

位の出炭規模となったことからも明らかになろ

う。

同様に中野喜三郎によって創業された中野炭

鉱は，第一次世界大戦ブーム期に出炭量を３倍

に増やす事業拡大を試み，１９１９年に株式会社化

した。しかし，表６が示すように，１９２０年代に

同社の経営は悪化している。１９１９年の中野炭鉱

３２ 仙台鉱務署「仙台鉱務署管内鉱区一覧」，各年，仙台
鉱山監督局「仙台鉱山監督局管内鉱区一覧」，各年，
東京鉱務署「東京鉱務署管内鉱区一覧」，各年，東京
鉱山監督局「東高工算監督局管内鉱区一覧」，各年。

３３ 里見敬二・清宮一郎『日本炭鉱行脚』帝国新報社出
版部，１９１９年，７０～７４頁，２１３～２１８頁。

３４ 中野炭鉱株式会社「営業報告書」，１９１９～２０年上期，
下期，磐城炭礦株式会社「営業報告書」，１９１９年～２０
年上期，下期。

３５ 中野炭鉱株式会社「営業報告書」，１９２３年下期。

表６ 常磐小炭鉱企業の経営動向
（千円）

企 業 名 王城炭礦㈱ 中野炭鉱㈱

年 次 １９２７ １９２９ １９２０ １９２４ １９２８

負債・資本＝資産１，４９２１，５６７１，０６６ ６１６ ６３８

負
債
・
資
本

流 動 負 債 ３７４ ４５５ ５８ ８４ １０７
固 定 負 債 ０ ０ ０ ３０ ２９
資 本１，１１８１，１１２１，００２ ５０２ ５０２
前期繰越金 ０ ０ ０ ０ ０
当期利益金 ０ ０ ６ ０ ０

資

産

流 動 資 産 １５２ １１５ ４１ １３ ０
固 定 資 産１，０９５１，１８９ ９６４ ４７７ ４７５
前期繰越金 ２４５ ２６３ ６０ １２２ １６１
当期損失金 ０ ０ ０ ４ １

自己資本比率（％） ７５．０ ７１．０ ９４．０ ８１．５ ７８．７

出所）王城炭礦株式会社「営業報告書」，各年，中
野炭鉱株式会社「営業報告書」，各年。

注）各年の上期の数値。
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のトン当たり生産費は５．３円であり，５．８円の磐

城炭礦の生産費を下回っていた。しかし，１９２０

年に中野炭鉱の生産費は８．４円に上昇し，７．０円

の磐城炭礦と格差が生じた３４。これは中野炭鉱

が「低層ナルニ加ヘ夾雑物多ク品質亦良好ナラ

ザルノミナラズ労銀材料ノ暴騰」によって「生

産費ヲ膨張セシメ」たため，「採炭作業を休

止」したからであった。この不況によって中野

炭鉱は操業を中止したものの，解散には至ら

ず，１９２３年から所有炭鉱を斤先掘りに回し

た３５。

ただし，前掲表４が示すように，例外的に小

田炭鉱は不況下に経営規模を拡大している。小

田炭鉱は，１９１９年に斤先掘りをしていた小田吉

次が古河好間炭鉱の鉱区１８万坪を買収して設立

された３６。さらに同社は，１９２１年に経営不振と

なった好間炭鉱から鉱区を買収して小田第２坑

内を開坑したとともに，隅田川炭鉱を所有し

た。

小田炭鉱の出炭規模の拡大について検討して

みよう。表７では，出炭規模の大きな炭鉱ほど

生産性が高いという基本的な関係が読み取れ

る。前述したように，磐城炭礦，入山採炭，古

河鉱業などの大炭鉱は機械導入によって生産性

の上昇を図ったものの，常磐小炭鉱は新しい採

炭技術を導入していなかった。従って，大炭鉱

と小炭鉱の生産性の格差は開いた。ただし，表

７における隅田川，浪花炭鉱の生産性は大炭鉱

の水準に匹敵している。隅田川，浪花炭鉱の採

炭技術は，大炭鉱が導入したコールカッターな

どを導入していない鉱夫の人力からなる手掘採

炭であり，坑内運搬も炭車を鉱夫が手押しして

いた３７。それにもかかわらず，両炭鉱が高い生

産性を維持したのは，良好な採掘条件によって

操業できたからであった。このことから見て，

小田炭鉱が不況下に事業の拡大に成功したの

は，優良鉱区である隅田川炭鉱の獲得ととも

に，小田吉治が斤先掘りを通して獲得した好間

鉱区の採掘条件の良さにあったといえよう。こ

のように１９２０年代の常磐小炭鉱は，特殊的要件

が整わない限り事業を存続することが困難で

あった３８。

（３）三井と常磐炭田

複数の産炭地に炭鉱を所有していた三井鉱山

は，１９２０年代に明治期より開発に従事してきた

三池，筑豊炭田とともに北海道の砂川，美唄な

どの炭鉱を開発した。ここでは，三井鉱山と三

井物産の常磐炭田における行動について見てみ

たい。常磐おける三井の活動には，第１に三井

物産による炭鉱への一手販売取引を含む常磐炭

販売，第２に三井鉱山，三井物産の炭鉱投資，

第３に三井鉱山による炭鉱経営があった。

三井物産は，第一次世界大戦期に常磐炭田の

茨城炭鉱（１９１４年），常磐炭鉱（１７年），大日本

３６ 前掲『日本炭鉱行脚』，４１２～４１３頁，農商務省鉱山局
『本邦重要鉱山要覧』，１９２５・２６年，６７７頁。

３７ 中外産業調査会「全国工場・鉱山総監」，１９３１年，１９
～２１頁。

３８ こうした常磐小炭鉱の動向と筑豊小炭鉱は対照的で
あったと思われる。詳しくは，長廣利崇「戦間期小
規模炭鉱の経営規模拡大」『経営史学』，第３７巻２号
（２００２年９月）を参照。

表７ １９３０年の常磐炭鉱の生産性
（トン・人）

炭鉱名 鉱業権者名 出炭量 鉱夫数 生産性

内郷 磐城炭鉱㈱ ８１４，４３１ ５，０７１ １６１
入山 入山採炭㈱ ３８０，３００ １，７８２ ２１３
好間 古河鉱業㈱ １８０，４０４ ７４４ ２４２
高萩 大日本炭鉱㈱１０２，０７２ ５１９ １９７
隅田川 小田炭鉱㈱ ９０，０００ ２５１ ３５９
小野田 磐城炭鉱㈱ ８４，５４３ ７７２ １１０
小田第二 小田炭鉱㈱ ８４，０４６ ５４８ １５３
福島 福島炭鉱㈱ ５９，２４６ ３７１ １６０
鹿野 門野重九郎 ２２，０００ ２１０ １０５
浪花 関又一 １４，５６４ ７０ ２０８

出所）中外産業研究会『全国工場・鉱業総覧」，１９３１
年，１２～２１頁。

注）１．生産性は，全鉱夫１人１年当たり出炭量。
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炭礦（１８年），磯原炭鉱（１８年），中央炭鉱（１９

年）と一手販売契約を結んだ３９。三井物産と茨

城炭鉱の契約は，２０万円を茨城炭鉱へ貸与した

三井物産が茨城社炭の独占的販売権を手にする

というものであった４０。だが，１９２０年代に三井

物産が一手販売を締結した炭鉱は，大日本炭礦

と２９年に契約した不動沢炭鉱のみとなり，３０年

代においても常磐の炭鉱との新規取引はなかっ

た。こうした一手販売取引の縮小の結果，三井

物産の常磐炭販売量は，１９２３年に３４万トン，２６

年に３１万トン，２９年に２０万トン，３２年に５万ト

ンとなり４１，１９２０年代の同社の常磐炭取引は縮

小傾向にあった。日本経済の景気が回復した

１９３４年にもこの傾向は続き，三井物産の常磐炭

販売は５万トンであった。このことから，戦間

期に三井が常磐から撤退したことをまず確認で

きよう。

三井鉱山の常磐投資の動向を見ると，１９１９年

に始まった磐城炭礦への投資額は５１万円であっ

たが，２５年に３１万円，２７年に１１万円，３０年に５

万円に減少し，３３年に同社は常磐への投資を打

ち切った４２。同社の常磐への投資は，１９３０年に

６００万円を投資していた北海道炭礦汽船と対照

的傾向が見られた。

次に三井鉱山，三井物産と大日本炭礦との関

係について見てみたい。大日本炭礦を創業した

古賀春一は，１８８２年に佐賀県で生まれ，古賀銀

行頭取の古賀善兵衛家に養子縁組した。１９１３年

に佐賀県の松島炭鉱株式会社を設立する際，三

井鉱山と三井物産が資本参加したことから，三

井と古賀の関係は深まった４３。古賀が常磐へ進

出する際も，三井は大日本炭礦へ資本参加と資

金供与を行った。

１９２０年代の大日本炭礦の株主構成を見れば，

筆頭株主は総株式２１万株のうち４．２万株を持つ

古賀春一であり，三井守之助名義で１．５万株を

所有した三井物産がこれに続いた４４。１９２０年代

の大日本炭礦の重役構成は，代表取締役会長の

古賀春一と松本孫三郎，原安三郎，館香緑の３

名の取締役からなった４５。例外的に，１９２２年に

三井物産元社員の山本条太郎が大日本炭礦の相

談役となり，１９２４年のみ三井鉱山の常務取締役

の地位にあった藤岡浄吉が同社の取締役会長に

なった。このことから見て，三井鉱山と三井物

産が，大日本炭礦への経営参加を積極的に行っ

ていなかったことが分かろう４６。そして，１９３０

年に三井物産は，大日本炭礦株の全てを売却し

て，同社への資本参加から撤退した。

三井鉱山と三井物産の大日本炭礦への資金供

与の動向について見てみてみよう。前掲表５に

よれば，大日本炭礦の自己資本比率は，入山採

炭，磐城炭礦よりも低いものの，高い値を示し

ている。同社の固定負債のうち三井鉱山と三井

物産からの借入金は，１９２３年に２９万円であった

が，２６年，３０年に８０万円に増加した。１９２０年代

後半の三井の資金供与の増加は，三井物産が一

手販売権を持つ大日本無煙炭の立替融通金が増

額されたためであった４７。しかし，１９２６年，３０

年で見ても，両社の貸付金額は，大日本炭礦の

固定負債の２０％にすぎなかった。

だが，経営不振にあった大日本炭礦の三井へ

の返済は滞っていた。最終的には，１９２７年に三

井物産の大日本炭礦への貸付元利金を６４万円と３９ 三井物産株式会社「事業報告」，「業務総誌」，「契約
書類」，各年。

４０ 「茨城炭鉱株式会社契約書」，（三井文庫所蔵№物産
２３５４－１０２）。

４１ 三井物産株式会社「事業報告」，各年。
４２前掲「三井鉱山五十年史稿」，第５巻，「社外投資額一
覧表」。

４３ 松島炭鉱株式会社社史編纂委員『五〇年史（概史）』
松島炭鉱株式会社，１９６２年，２６頁。なお，設立当初
の株式数は，三井鉱山と三井物産が合計２．４万株，古
賀一族が１．６万株であった。

４４ 大日本炭礦株式会社「営業報告書」，各期。
４５ 前掲大日本炭礦「営業報告書」，各期。なお，松本孫
三郎は，大日本炭礦が買収した三星炭鉱の経営者で
あった（前掲清宮一郎『常磐炭田史』，６５～６６頁）。

４６ 清宮一郎は，「古賀は平取締役になった」と記述して
いる（前掲清宮『常磐炭田史』，９４頁）が，これは一
時期にすぎなかった。

４７ 「大日本炭礦契約書」（三井文庫所蔵№物産２３５９－
４９）。
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し，２８年から毎月５千円の利息金を１千円に軽

減し４８，大日本炭礦との資金的繋がりを解消し

ようとした。また，三井は，１９２５年に大日本炭

礦が借入金の担保とした湯本鉱業所を差し押さ

え，自ら経営に着手した４９。しかし，湯本鉱業

所の１人１年当たり出炭量は，１９２６～２９年に平

均１０９トンにすぎず，同時期に三井鉱山の経営

する三池鉱業所が１９１トン，砂川鉱業所が３９７ト

ンであったことと比べれば低水準であった。そ

して，１９３０年に湯本鉱業所は，掘進中に出水に

見舞われ，三井鉱山は同鉱の経営を中止するの

であった５０。

４ 企業間関係

（１）常磐炭鉱企業のカルテル活動

ここでは，常磐炭の不振が顕在化した１９２０年

代後半を中心に常磐炭田における大炭鉱企業間

の協調関係について検討してみたい。

１９２１年の全国的な送炭制限は，筑豊石炭鉱業

組合が主導し，主要産炭地である北海道石炭鉱

業会，常磐石炭鉱業会の賛同を得るという形で

進んだ５１。国内２大業者の三井，三菱は，「供給

過剰を制限して炭価を採算見当に置く」ことを

適当と判断し，筑豊石炭鉱業組合に送炭制限賛

成の意を表した。このことによって，両企業の

支配力が大きい「北海道は三井三菱の賛成ある

以上大略賛同と見て差支えなし」となった。た

だし，常磐石炭鉱業会は，「制限方法について

杞憂」していたものの，「供給過剰の実情を見

て制限は当然の策」とし，送炭制限を容認し

た。

１９２０年代後半には，石炭鉱業連合会の送炭制

限とともに各産炭地に価格協定カルテルが設け

られた５２。常磐では，販売協定を目的とする１９２６

年に磐城，大倉，大日本，三井，古河，山下汽

船からなる木曜会が結成された。表８が示すよ

うに，入山採炭，大日本炭礦，古河鉱業などの

石炭を販売していた大倉鉱業の炭価は，石炭商

と協定価格を結ぶことによって，１９２６～２７年に

変動幅が小さい。このことから常磐炭鉱企業

は，生産制限とともに価格を協定することに

よってカルテル活動を維持しようとしていたと

いえる。

しかし，常磐炭田のうち最も規模が大きな磐

城炭礦がカルテル協定を無視したため５３，常磐

炭価は常に下落傾向にあった。磐城炭礦がこう

した行動をとったのは，同社の親企業である浅

野同族会社との内紛にあった５４。１９２７年に浅野

総一郎は，福島県議会において小名浜築港に百

万円を寄付するよう建議したものの，磐城炭礦

重役会でこれが否決された。そのため，同族会

社は，磐城炭礦の経営陣を入れ替え，浅野石炭

部が磐城炭を一手に取り扱うことで寄付金の埋

め合わせをしようとした。さらに，磐城炭の販

売を手がけていた関東燃料が乱売したため，木

曜会の常磐炭協定は崩壊の危機に瀕した。

木曜会は「無謀ナル増産ヲ慎マレ度キ旨ヲ交

渉」したものの，磐城炭礦の幹部は「単価維持

及出炭ノ調節ニ対シテハ極力努メ居ルモ，浅野

４８ 前掲「大日本炭礦契約書」。
４９ 前掲「大日本炭礦契約書」。
５０ 湯本鉱業所は，１９３４年に磐城炭礦が設立した傍系会
社第二磐城炭礦へ譲渡された。

５１ 「採炭同盟曙光」「中外商業新報」（１９２１年３月１７
日），「採炭制限成立曙光」「大正日日新聞」（１９２１年
３月１８日），「採炭制限と各地」「福岡日日新聞」（１９２１
年３月３１日）。

５２ 「常磐炭協定問題ニ就テ」前掲「無煙炭販売関係」。
入山採炭は，大倉鉱業と一手販売契約を取り結んで
いた。

５３１９２６年度の磐城炭礦の送炭制限量は１０６万トンであっ
たが，同社の販売量は１０９万トンであった。また，１９２６
年度の木曜会の送炭制限の指標となる各社の「出炭
希望」は，入山採炭が４７万トンの希望に対して４３万
トンの出炭にすぎなかったが，磐城炭礦は１１５万トン
の希望に対して１３３万トンを出炭していた（三井物産
株式会社「支店長会議石炭部報告」，１９２５年（物産
３６７），磐城炭鉱株式会社「営業報告書」，各期，「入
山採炭株式会社出炭表」『東北経済』，第６４号（１９７８
年３月））。

５４ 前掲「常磐炭協定問題ニ就テ」。
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社長ノ意見ニ対シテハ何等表明反対シ得ザルヲ

以テ，出炭及乱売ニ関シテ制止シ得」ないとし

た５５。浅野の意見とは，「出来得ル限リノ多量採

掘ヲ為シ，充分安値ニ売捌」いて，「協定ニ就

テハ別ニ考慮ニ入レ居ラズ」というものであっ

た５６。

図３によって磐城炭価格を確認すれば，１９２７

年以降に低下していることが明らかになる５７。

さらに磐城炭礦の生産費は１９２７年に７．０円で

あったのに対して，入山採炭の生産費は７．９円

であった５８。磐城炭礦が価格カルテルに非協調

的であったのは，このように常磐炭田内におけ

る安い生産費による石炭供給を可能としたから

であった。こうした磐城炭礦の薄利多売方針に

対して，木曜会は，磐城炭を乱売する石炭店へ

の納入を止めて，磐城炭礦に対して販売協定を

遵守するか木曜会を離脱した自由販売をとるか

の二者択一を求めた５９。また，大倉鉱業は，関

東燃料系の販売人が協定値を破っていたため，

清田商店などの無煙炭販売店に対して炭価を据

え置くように求めて，炭価低落を防止しようと

していたが６０，見るべき効果はなかったと思わ

れる。

磐城炭礦の重役はカルテル活動に協調的で

あったが，問題は浅野総一郎の乱売を認める方

針であった。大日本炭礦の古賀春一は，磐城炭

礦の重役を三井物産の小林正直常務取締役と引

き合わせて，小林が浅野と交渉するように図っ

た６１。その結果，三井物産が「九州北海道炭ノ

常磐市場ニ侵入スル事ヲ遠慮」することを条件

に６２，浅野は「生産費ノ低下モ思フ様ニ行ハレ

ズ，販売価格モ現行ヨリ以下ニ為ス時ハ，直ニ

欠損トナル事ヲ了解」し，木曜会の活動をひと

まずは容認した。

しかし，磐城炭礦はカルテル容認後直ちに送

炭を減らすことはできなかった。さらに，前述

した炭価，生産費の関係は，他産炭地と比較し

て劣る常磐炭鉱企業の不振に拍車をかけた。そ

こで１９２８年に大日本炭礦，大倉鉱業，磐城炭礦

は，「全国出炭制限率以外別ニ出炭ノ制限ヲ協

定」した６３。この採炭協定は，１９２８年に常磐大

企業（磐城，入山，大倉，大日本，山下，古

５５ 前掲「常磐炭協定問題ニ就テ」。
５６ 「薄利多売ノ方針ニ依リ極力出炭ノ増加ト共ニ販路
ノ拡張ヲ図」る方針は，１９２３年から行われていた
（磐城炭礦株式会社「営業報告書」，１９２３年上期）。

５７ なお，図２の入山炭価格の推移も磐城炭と同様の推
移を示している。

５８ 入山採炭の生産費は図２による。
５９ 「常磐炭販売協調ニ就テ」前掲「無煙炭販売関係」。
６０ 「無煙炭販売ニ就キ」前掲「無煙炭販売関係」。
６１ 「常磐炭販売協定ニ就テ」前掲「無煙炭販売関係」。
６２ ただし，この三井物産の発案は，実行された可能性
が低い。そのため，後述するように，磐城炭礦は再
び値下げ販売をした。

６３ 前掲大日本炭礦「営業報告書」，１９２８年上期～２９年上
期。

表８ 大倉鉱業と石炭店との無煙炭販売協定値段
（円）

商店名 炭種 １９２６年
９月

１９２７年
１月

１９２７年
６月

１９２７年
７月

１９２７年
１２月 平均

清
田
商
店

特一 ２８．０２８．０２６．０２４．０２８．０２６．８
一坑塊１８．０１８．０１６．０１４．０１７．０１６．６
特二 １５．０１５．５１３．５１１．５１４．５１４．０
精中 １４．０１４．５１２．５１０．５１３．５１３．０
上粉 ５．８ ６．１ ６．１ ６．１ ６．１ ６．０
一坑粉 ４．８ ５．１ ５．１ ５．１ ５．１ ５．０

大
川
石
炭
店

特一 ２８．０２８．０ ２６．０２８．０２７．５
一坑塊１９．０２０．０ １８．０２０．０１９．３
特二 １５．０１５．５ １３．５１５．５１４．９
精中 １４．０１４．５ １２．５１４．５１３．９
上粉 ６．２ ６．７ ６．７ ６．７ ６．６
一坑粉 ５．０ ５．５ ５．５ ５．５ ５．４

上
記
石
炭
店
他

一
一
店

特一 ２８．０２８．０２８．０２６．０２８．０２７．６
一坑塊１９．０２０．０２０．０１８．０２０．０１９．４
特二 １５．０１６．０１６．０１４．０１６．５１５．５
精中 １４．０１５．０１５．０１３．０１５．０１４．４
上粉 ６．５ ７．５ ８．０ ８．０ ８．０ ７．６

出所）「無煙炭炭価一覧表」，（東京経済大学所
蔵大倉財閥資料４６．２－７）。
注）１．１９２７年１２月の石炭店他１１店のうち，８
店のみの上粉価格は８．３円。
２．空欄は不明。
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河，三井物産）が全て合意するに至った６４。１９２９

年には，石炭鉱業連合会が「全国一斉送炭五分

制限ヲ協定実行」していたが，「何等其効ヲ奏

セス」，「貯炭増加ノ傾向」が続いていたため，

常磐炭鉱企業は「制限率ヲ更ニ五分制限」した

が，結局，「出炭送炭共ニ一割五分」に強化す

ることとなった。こうした常磐石炭鉱業会独自

の送炭制限率引上げは維持され，昭和恐慌期に

制限協定は「益々徹底」された。

常磐炭鉱企業間の制限協定は，史料１が示す

通り，査定委員によって各炭鉱の送炭量が査定

された。

史料１６５

査定委員ハ各社共本社及坑所各一宛ヲ定メ，

実施当初ニ於ケル各坑手持貯炭ノ内商品炭ト

シテ認メ得可キモノノ数量及置場所ヲ確定

シ，其後毎月二回宛現場ニ於テ立会ノ上現品

移動ニ就テ調査シ，之レニ鉱務署届出書・貨

車発送調書及各社ノ採炭日報ニ依リ出炭屯数

ヲ査定ス

出炭制限量を超過した企業は，超過トン数に

対してトン当たり３円の違約金を支払うものと

され，保証金として５ヵ月間分の１万円を事前

に協定組合に納めた。１９２６年に石炭鉱業連合会

が制限を違反した企業に課した特別賦課金は，

トン当たり０．５円であったから６６，常磐の協定違

反金は高額であったといえよう。

こうした常磐石炭産業の不振は，石炭政策に

対する言及にも発露されていた。１９２８年の石炭

鉱業連合会での「産業合理化」に対する意見交

換の席上で，常磐石炭鉱業会理事長の阿部吾一

は，目下の石炭業界を「需要は減退したにも拘

らず出炭は良好と云ふ正反対の状況」であると

判断し，「運賃安の関係で」筑豊炭と北海道炭

に「挟撃されて苦められ通しである」と述べ，

「石炭鉱業を国家的見地から之を見るとき，燃

料政策上当然国営にすべきものである」と言及

した６７。阿部のこの発言は，「実行する事は暫時

別問題」と留保されていたが，筑豊の鉱業家は

「生産費の低減」のために「炭鉱の合同経営」

を主張し，「炭鉱国有と言う様な論」について

は「日本全国の石炭鉱業の合同の様な事を為す

必要はない」と消極的であった６８。

６４ 「磐城炭礦㈱規約」（三井文庫所蔵№物産２３５９－５６）。

６５ 「協定書」前掲「無煙炭販売関係」。
６６ 前掲奥中『石炭鉱業連合会創立拾五年誌』，９頁。
６７ KK生「産業の合理化と炭鉱業」『筑豊石炭鉱業組合
月報』，第２４巻第２８７号（１９２８年５月）。

６８ 石渡信太郎「我国将来の石炭問題」『筑豊石炭鉱業組
合月報』，第２０巻第２３９号（１９２４年５月）。

図３ 磐城炭礦の販売炭価と生産費

出所）磐城炭鉱株式会社「営業報告書」，各年。
注）１．炭価，生産費は，トン当たりの数値。
２．炭価は，市場販売価格で，販売額を販売量
で割ったもの。
３．生産費は，坑所費用で，採炭諸費，修繕
費，諸雑費，発電費，製作工場費を採炭量で
割ったもの。
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（２）無煙炭共同販売会社の設立動向

木曜会のカルテル活動の他に，常磐では無煙

炭の共同販売会社を設立する動きがあった。

１９２１年に茨城採炭，大日本炭礦，茨城無煙炭鉱

を主体とする５鉱は，茨城無煙炭販売株式会社

を設立した６９。販売会社の株式比率は，総計４

万株のうち茨城採炭，大日本炭礦，茨城無煙が

それぞれ２９％を持った。これら出資企業は，茨

城無煙炭販売会社に採掘した無煙炭を全て販売

委託した。委託炭の販売値段は，出資企業が

「協議ノ上各炭種販売標準値段ヲ定メ」た。表

９によれば，１９２２年上期から２４年上期まで炭価

の変動は小さい。また，出資企業の販売シェア

は，１９２３年上期から大日本炭礦のシェアが増え

ているほかは安定している。このことから，茨

城無煙炭販売会社は，販売カルテルであったと

いえよう。設立当初，同社は，参加企業にトン

当たり１５円の増収をもたらしていたものの７０，

磐城炭礦，入山採炭などの大炭鉱が参加してい

なかった茨城無煙炭販売会社の取扱量は，常磐

総出炭量に対して２０％にすぎなかった。それゆ

え，炭価設定の支配権を握ることができなかっ

た茨城無煙炭販売会社は，不況の影響を受け

て，１９２５年に解散するに至った。

ところで，１９２８年の木曜会による出炭制限に

合意した磐城炭礦は，２９年に「協定炭価ヨリ一

円乃至五十銭ノ値下」をしており７１，すでに価

格協定を無視していた。同様に磐城炭礦は数量

カルテルについても協定違反していたと推測さ

れる。木曜会では「磐城炭礦ノ反省ヲ促シ」た

ものの，同社の「売値ヲ直チニ協定値ニ引戻ス

事ハ不可能」であったため，木曜会加盟企業は

「出来限リ単価引上ゲニ努力シ此上ノ値崩シヲ

為サシメザル」こととした。この磐城協定違反

問題に対して三井物産は，「従来本会ニ加盟セ

ル目的ハ，常磐市場ノ単価ノ安定ヲ希望スルガ

為メニシテ，此目的ヲ除キテハ何等加入ノ意義

ヲ為サズ，寧ロ売先ヲ制限セラルルノミニシ

テ，苦痛ニ堪エザルニ付キ本会ヲ休止」するよ

うに求めた。ただし，先に見た通り，三井物産

は常磐炭取引を縮小していたため，常磐炭田に

おける発言力が小さかった。磐城炭礦の値下げ

行為を食い止めるため，木曜会は，磐城炭礦の

総出炭量の７０％を占める有煙炭を共同販売する

よう磐城炭礦に求めたものの，同社からこれを

拒否された。そのため，大日本炭礦の古賀春一

が中心となって，量としては少ないものの無煙

６９ 「協定書」前掲「無煙炭販売関係」。
７０ 前掲岡部「茨木無煙炭販売ニ関スル卑見」。

７１ 「木曜会委員会ノ経過ニ就テ」「無煙炭鉱関係書類」
（東京経済大学所蔵大倉財閥関係資料４６．２－２）。

表９ 茨城無煙炭販売株式会社の動向
（千トン・％・円）

加
盟
各
社
出
炭
量

企 業 名
１９２１年下期 １９２２年上期 １９２２年下期 １９２３年上期 １９２３年下期 １９２４年上期

販売量 割合 販売量 割合 販売量 割合 販売量 割合 販売量 割合 販売量 割合

茨城採炭㈱ １５３ ３８．０ １３７ ３７．８ １２９ ３６．５ １２５ ３４．９ １０１ ３７．３ １２６ ３５．０
大日本炭鉱㈱ １０８ ２６．８ ９４ ２５．８ ９１ ２５．７ １１８ ３３．０ ８６ ３１．５ １１７ ３２．６
茨城無煙炭鉱㈱ ９８ ２４．３ ９１ ２４．９ ９４ ２６．６ ８６ ２４．２ ６３ ２３．３ ８５ ２３．８
東光採炭㈱ １９ ４．６ １５ ４．２ １３ ３．６ ９ ２．４ ４ １．６ ６ １．６
山口無煙炭鉱!合 ２６ ６．４ ２４ ６．７ ２１ ６．０ ２０ ５．６ １５ ５．６ １８ ４．９
松原 ０ ０．０ ２ ０．５ ５ １．４ ０ ０．０ ２ ０．７ ７ ２．０
合計 ４０３ １００ ３６３ １００ ３５４ １００ ３５７ １００ ２７２ １００ ３５９ １００

平均炭価 ８．７１ ９．７８ １０．３１ ９．５７ １０．１５ １０．１５

出所）岡部正樹「茨城無煙炭販売ニ関スル卑見」，「無煙炭販売関係」（東京経済大学所蔵大倉財閥資料
４６．２－７）。
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炭の共同販売会社を設立する案を磐城炭礦に提

示し，同社の賛同を得たことによって，大倉鉱

業を加えた３社による無煙炭販売会社の設立が

実現した７２。

こうして１９３０年に設立された常磐無煙炭販売

株式会社は，大日本炭礦と大倉鉱業がそれぞれ

７５０株を持ち，磐城炭礦が５００株を所有した７３。

磐城炭礦の持株数が他社と比べて低いのは，同

社が販売会社の経営権を掌握しないようにする

ためであったと思われる。ただし，この販売会

社の規約では，「無煙炭鉱ノ根本合同ノ前提ト

シテ計画セルモノナルヲ以テ研究評価ノ上合同

ヲ促進ス可キモノ」とされた。

史料２が示すように，３社は無煙炭の販売を

常磐無煙炭販売株式会社へ移譲した。

史料２７４

第二項 三社採掘ノ常磐無煙炭ハ，全部販

売会社ニ一手販売ヲ為サシム可キ

モノトス

第十一項 販売会社ノ販売方針ハ，三社各炭

種ヲ平均ニ販売シ，売上手取単価

ヲ有利ニ維持スルヲ目的トスルモ

ノナルニ就キ，販売ノ方法ニ対シ

テハ，三社ハ一切販売会社ニ一任

スルモノトス

また，３社が販売していた需要家と特約店

は，常磐無煙炭販売株式会社が引き継ぐことと

された。こうして３社の無煙炭を一手に引き受

けた常磐無煙炭販売株式会社は，「木曜会協定

単価」による販売カルテルとして成立した。

このように販売会社設立の目的は，共同販売

によって個々の企業から炭価を設定する手段を

奪い，価格を維持することにあった。しかし，

常磐無煙炭販売株式会社の活動は，昭和恐慌に

よって設立当初から深刻な打撃を与えられた。

販売会社の設立に積極的であった大日本炭礦

は，販売数量の激減と価格の急落によって磯原

無煙炭鉱を委託経営させ，販売会社から脱退し

た７５。大日本炭礦の離脱によって，制度的には

完成していた常磐無煙炭販売株式会社は活動を

停止し，期待されていた炭価の維持に貢献する

ことはなかった７６。

５ 結 語

１９２０年代における常磐炭田の不振要因をまと

めると以下の通りになる。

常磐炭田の出炭量は，１９２０年代に他産炭地と

比べて減少傾向にあった。市場面では，輸送費

の低下に伴い，北海道，山口炭が京浜市場へ流

入したことによって常磐炭需要が減少した。常

磐炭は，低廉で高い発熱量をもつ北海道炭に大

工場向け需要を奪われ，低カロリーの小工場，

家庭向け需要を山口炭から浸食されたのであっ

た。

生産面において，１９２０年代に常磐大炭鉱企業

は，他産炭地と比較して競争劣位となった。常

磐企業のトン当たり炭価と費用の差は，他産炭

地と比べて小さく，収益の減少をもたらした。

こうした不振に対して常磐大炭鉱は，採炭法の

改善によって費用の削減を図った。だが，坑内

出水などの常磐炭田の劣悪な採掘条件は，炭鉱

企業の生産上昇を阻んだ。さらに，１９２０年代に

大炭鉱の出炭の集中が進んだため，大炭鉱と比

べて生産費が高い常磐小炭鉱の経営存続は，良

好な採掘条件の鉱区を所有するなどの特殊的要

因が整わない限り，難しくなった。王城炭礦の

例に見たように，好景気下で出炭を伸ばし，不

況下において採掘を中止するのが，常磐小炭鉱

の特徴といえよう。

こうした市場，生産面の不振によって常磐大

炭鉱企業は，カルテル結成によって協調的企業７２ 「常磐無煙炭販売合同経過」前掲「無煙炭鉱関係書
類」。

７３ 「覚書」前掲「無煙炭鉱関係書類」。
７４ 前掲「覚書」。 ７５ 前掲大日本炭礦「営業報告書」，１９３２年下期。
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間関係を保とうとはしていたものの，磐城炭礦

の協定違反によって炭価の下落が続いた。磐城

炭礦の乱売は，生産費高に苦しむ炭鉱企業の経

営状態を悪化させた。１９２８年に磐城炭礦を含む

常磐大炭鉱は，全国水準を上回る送炭制限を決

定したものの，この協定は再び磐城炭礦の炭価

値下げによって成果を見出せなかった。この事

態に対して設立された常磐無煙炭販売株式会社

は，磐城無煙炭を３社で共同販売することに

よって磐城炭礦の値下げを食い止める役割を期

待されていたが，不況の深化によってこの試み

は失敗に終わった。協調的姿勢を見せながらも

磐城炭礦が木曜会の協定を無視した行動をとっ

たのは，常磐の全出炭の３０％以上を占める市場

支配率の大きさとともに，常磐炭田内における

安価な生産費にあった。加えて，三井が１９２０年

代に常磐炭田における投資と販売を縮小してい

たため，磐城炭礦の協定違反を制止する大企業

が存在していなかった。磐城炭礦の乱売によっ

て常磐炭の価格が低下したことは，他の常磐炭

鉱企業の不振を加速化させたといえよう。

先行研究では，松尾純広によって１９２０年代後

半に石炭カルテルが成功したことが指摘されて

いる７７。大倉鉱業が提携石炭店と炭価の販売協

定を結び，その維持に努めていたように，常磐

炭鉱企業は石炭鉱業連合会の活動と歩調を合わ

せていた。しかし，磐城炭礦の非協調的行動と

ともに企業の経営不振によって，１９２０年代後半

における常磐炭鉱企業のカルテル活動には限界

があったといえよう。

常磐炭鉱企業が他炭の侵入を食い止めるため

には，炭価を引き下げることが必要とされた。

しかし，多くの炭鉱企業が坑内出水などによっ

て生産費用の引き下げが阻まれたことによっ

て，この選択をとることはできなかった。さら

に，低品位の常磐炭を加工して高い発熱量をも

たせることは，技術的に不可能である。これら

が１９２０年代の常磐炭鉱企業を不振にした最も重

要な要因となろう。なお，常磐とは異なり生産

費の引き下げに成功した北海道，筑豊などの炭

鉱企業の経営条件を明らかにすることは，本稿

の残された課題となる。

（日本学術振興会特別研究員

（大阪大学大学院経済学研究科））

〔付記〕本稿は，平成１６年度科学研究費補助金

「特別研究員奨励費」（課題番号 １６７６７３）・

「日本石交産業における大企業体制の成立」の

研究成果の一部である。

７６ 昭和恐慌期に活動を停止していた常磐無煙炭販売株
式会社は，１９３２年に設立された常磐石炭販売株式会
社に引き継がれ，全国的販売組織昭和石炭株式会社
の活動に組み込まれた。

７７前掲松尾「日本における石炭独占組織の成立」，前掲
松尾「石炭鉱業連合会と昭和石炭株式会社」。
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The Stagnation of Joban coalmining companies during the 1920s

Toshitaka Ngahiro

The Japanese coal industry followed the prosperity of the World War I period with a severe slump

that would last from the 1920s until the Showa Depression of the early 1930s. Throughout this

downturn, however, coal industry trends differed from region to region. Compared with the Chikuho,

Ube and Hokkaido coalfields, the Joban coalfield was in particularly poor shape in the 1920s.

More so than in other coal producing districts, coal production in the Joban coalfield found itself on

a downward path during the 1920s. Lower transport costs resulted in the Tokyo and Yokohama

markets being flooded with coal from Hokkaido and Yamaguchi, and demand for Joban coal declined.

Joban firms also suffered from sliding profits as the spread between the sale price and production cost

of a tonne of coal became narrower than for firms in other coal producing areas. The larger Joban

mines attempted to alleviate their predicament by improving their mining methods in order to cut

costs. Nevertheless, poor mining conditions in the Joban coalfield, where pit floods were frequent,

hindered the efforts of coalmining firms there to raise their output.

The major Joban coalmining companies, faced with shrinking demand, attempted to maintain

coordination with each other through the formation of a cartel. A breach of an agreement by Iwaki

Coalmining, however, meant that the price of coal continued to drop. Moreover, in the 1920s Mitsui

scaled back its investment in the Joban coalfield and its marketing of Joban coal, meaning that there

was no major company around to stop Iwaki’s breach. The underselling by Iwaki and the resultant

slide in the price of Joban coal also accelerated the arrival of problems for other Joban coalmining

companies.
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